
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  日 経済人の会

1 事業の成果

本年度は、特定非営利活動の意義および日的と、それに関わる事業の組成と実現のため、年初から活動

を積極的に行う方針でしたが、台湾では本年度も年初からコロナに対する警戒の連絡があり訪台を自粛

するように要請され、日本でもコロナに対する警戒感がまだまだあつたことから活動を大幅に制限され

たため、思うように活動できませんでした。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業               (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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書式第 14号 (法第28条関係)

2022年度 活動計算書 (その他事業が立登場合)

事 業 報 告 用

科 目
金  ■ 小計・ 合計 金  饉 小計・ 合,I

合計

10,000
10,000 10,000

受取寄附金
施設等受入評価益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

事業収益
事業収益
事業収益
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10.000
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印刷製本費
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給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2022 年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

法人 日台経済人の会

0  ■

2

3

現金預金
未収金
欄卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

10 10

【A】 資 産 合 計 ①+② 10

489760

2

未払金
預り金
短期借入金

長期借入金
退職給付引当金

489,760

4:9.70

480.700
産 の 薔

〔財産額
E増減額正

489,760【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

2022  年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

定非営利 勁法人日台経済人

によっています。

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

10000

10000

10000

10000
0

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6。 借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項
事業費と管理費の按分方法

７
，

内 容 期首残高
勁
〓 当期減少額 期末残高 備 考

0合計

科 期首取得価額 取得 減 少

0

車両運搬具
什器備品

無形固定資産

その他の資産

△
ロ

敷金

科 目 期首残高
勁
〓 期借入 当期 i 期末残高

489760 0 0 489760
489760 0 0 489760合計

科 目

計算書類に

計上された
金 額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

0 0 0

0 0 0

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係 )

2022  年度 財産目録

事 業 報 告 用

単位 :円
1證 ■ ′1ヽ lH「 舎 lH「

■ _■ _」E_0 ロ

10 10

販売用寄附物品

現金預金
手元環金
三井住友銀行普通預金

・ 0〕'計

事業用車両

パ ソコン

敷金

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

■合計 C2)

【A】 資 産 合 計 ①+②
‐‐1】 ■ qE C) ■

489,760

源泉徴収税
り

未払金
経費

短期借入金

l■優舎 ,卜  ・・・ ③ 480.700 嘔D.71

長期借入金
OO銀行借入金

11

●僣合 ,ト 〔
`〕

【B-1】 負 債 合 針 ③+④ 409,7∞

-489,750【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 」E謝紺鰐諾″J難騒:ξ鮒舗奮編識謝麗胡所菫

特定非営利活動法人 日台 人の会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。〈法第 21条関係)

2 役員―覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1
監事

マツオシンヤ
令和4年 1月 1日

～令和4年 12月 31日

年

年

月

月

日

日松尾 伸也

2 ○薔 アオマサノリ
令和4年 1月 1日

～令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  ロ阿尾 正典

3
⌒
駒ヽ′・監事

ヤマダキヨシ
令和4年 1月 1日

～令和4年 9月 5日

年  月  日

年  月  日山田 清

4 監事
ノモ トセイジ

令和4年 1月 1日

～令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日野本 成治

5 監事

カガヤナオタカ
令和4年 二月 1日

～令和4年 12月 31日

年 月

月

日

年 日加賀谷 直孝

6 理事 監事
ウチダミチテル

令和4年 1月 1日

～令和 4年 12月 31日

年 月

月

日

年 日内田 修照

7 監事
マツオ マサミ

令和4年 9月 6日

～令和4年 12月 31日

年 月

月

日

日年松尾 昌美

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月   日

午=  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__旦造出[屋り望四≧______

氏   名

1
松尾伸也

2 阿尾正典

3 阿層博政

4 野本成治

5
内田修照

6 森照代

7 加賀谷直隆

8 椎橋彗

9 松尾昌美

10 並木正億

11

12


